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 交通の状況 

(1) 道路の状況 

概況調査地域の主要な道路としては、矢板那須線、大田原高林線、折戸西那須野線があり、

概況調査地域からは外れるが、事業計画上利用頻度が高いと考えられる一般国道 400 号があ

る。各道路は、図 3.2.4-1 に示すとおりである。「令和 3 年度 全国道路・街路交通情勢調

査」（令和 5 年 6 月、国土交通省道路局企画課）によれば、概況調査地域におけるこれらの

道路での交通量は表 3.2.4-1に示すとおりである。 

また、概況調査地域内を路線とするバス路線は高速バスのみで、定期的な市内交通のバス

路線は運行されていないが、事前予約制で利用者がいる場合のみ運行するタクシーを利用し

た路線（ゆ～タク）が 3路線ある。 

 

表 3.2.4-1  主要道路の交通量 

地点 
番号 

路線名 交通量観測地点 

自動車類交通量 

12 時間 24 時間 

小型車 大型車 合計 小型車 大型車 合計 

1 
矢板那須線 

（県道 30 号） 
箭坪 347-1 3,785 644 4,429 4,787 882 5,669 

2 
大田原高林線 

（県道 53 号） 
高林 1160-2 1,714 211 1,925 2,059 290 2,349 

3 
折戸西那須野線

（県道 259 号） 
接骨木地内 2,503 338 2,841 3,012 454 3,466 

4 一般国道 400 号 下田野 531-37 8,673 776 9,449 11,068 1,405 12,473 

資料：「令和 3 年度 全国道路・街路交通情勢調査」（令和 5 年 6 月、国土交通省道路局企画課） 

 

 

(2) 鉄道の状況 

事業実施区域及び概況調査地域には鉄道の運行はない。 
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図 3.2.4-1 主要な交通路線図 
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 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及び住宅の

配置の状況 

(1) 学校、病院等の配置の状況 

概況調査地域において、学校、病院、社会福祉施設等の環境の保全について配慮が特に必

要な施設は、表 3.2.5-1 に示すとおりである。これらの位置は、図 3.2.5-1 に示すとおりで

ある。 

表 3.2.5-1  配慮が特に必要な施設 

番号 区分 施設名 住所 

1 小学校 高林小学校  那須塩原市高林 483 

2 保育園 創造の森 那須塩原市高林 328-2 

3 放課後児童クラブ おひさまクラブ 那須塩原市高林 455 

4 福祉施設 
認知症高齢者グループホーム 
さくらハウス 

那須塩原市高林 1931-1 

5  
特別養護老人ホーム 
つばきハウス 

那須塩原市木綿畑 529-2 

6 博物館等 田舎ランド鴫内 那須塩原市鴫内 725 

資料：「那須塩原市ホームページ」 

(https://www.city.nasushiobara.lg.jp/soshikikarasagasu/index.html 、令和 5 年 9 月閲覧) 

備考 

注 1）公民館については、「令和 5(2023)年度 公民館事業計画書」（令和 5 年、那須塩原市教育部）におい

て生涯学習の拠点として定められた施設のみを対象としたため、概況調査地域内にはなしとした。 

 

(2) 住宅の配置の状況 

概況調査地域における住宅の状況は、図 3.2.5-2に示すとおりである。 

最も近い住宅は、事業実施区域北側の別荘地内にある定住者の住戸で、事業実施区域境界

線から約 30mにある。 
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図 3.2.5-1 

 環境の保全についての 

配慮が特に必要な施設の状況 
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図 3.2.5-2 住宅の状況 
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(3) 公園、緑地の配置の状況 

概況調査地域において、公園、緑地は、表 3.2.5-2 に示すとおりである。これらの位置は、

図 3.2.5-3に示すとおりである。 

表 3.2.5-2  公園、緑地 

番号 区分 施設名 住所 

1 公園 鴫内一本杉森林公園 那須塩原市湯宮 

2  熊川公園 那須塩原市高林 

資料：「那須塩原市地図情報配信サービス」 

(https://www.machi-info.jp/machikado/nasushiobara_city/index.jsp?lon=140.0566667&lat= 

36.97333333&scale=2500&mode=0 、令和 5年 9 月閲覧) 

 

(4) 廃棄物処理施設（一般廃棄物、産業廃棄物）の配置の状況 

概況調査地域において、廃棄物処理施設(一般廃棄物、産業廃棄物)は、表 3.2.5-3 に示す

とおりである。これらの位置は、図 3.2.5-4に示すとおりである。 

表 3.2.5-3  廃棄物処理施設等 

番号 種 別 施設名 備 考 

1 

一般廃棄物 

那須塩原市 那須塩原クリーンセンター 中間処理 

2 那須塩原市 塩原堆肥センター 中間処理 

3 エルエス工業株式会社 中間処理、最終処分 

4 有限会社秀栄 中間処理 

5 

産業廃棄物 

株式会社 R エンジニアリング 中間処理 

6 株式会社 IWD 中間処理 

7 株式会社エスケー・コンポスト 中間処理 

8 有限会社吾栄 最終処分 

9 栃木砂利工業有限会社 中間処理 

10 株式会社那須グリーン 中間処理 

資料：「第 2 期那須塩原市一般廃棄物処理基本計画」（令和 5(2023)年 3 月、那須塩原市） 

   「那須塩原市一般廃棄物処理業許可業者一覧」（那須塩原市ホームページ、令和 6 年 3 月 4 日

現在) 

   「産業廃棄物処理業者名簿」（栃木県ホームページ、令和 6 年 3 月 18 日現在） 
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図 3.2.5-3公園、緑地の状況 
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図 3.2.5-4 廃棄物処理施設等の状況 
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 環境の保全を目的として法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象に係る規

制の内容その他の状況 

(1) 大気質 

（ｱ） 環境基準 

環境基本法第 16 条の規定に基づき、大気の汚染に係る環境上の条件について、人の健康

を保護し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準が定められている。

また、ダイオキシンについては、ダイオキシン類対策特別措置法第 7 条の規定に基づき、ダ

イオキシン類による大気の汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持され

ることが望ましい基準が定められている。 

大気の汚染に係る環境基準は表 3.2.6-1 に、ダイオキシン類に係る環境基準は表 3.2.6-2

に示すとおりである。 

表 3.2.6-1  大気汚染に係る環境基準 

物質 環境上の条件 評価方法 

二酸化硫黄 
（SO2） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04 ppm 以下であ
り、かつ、1 時間値が 0.1 ppm 以下であるこ
と 
（昭和 48年5月 16日、環境庁告示第 35号） 

○短期的評価 
1 時間値が 0.1ppm 以下であり、かつ、日平均値が
0.04ppm 以下であること 
○長期的評価 
年間にわたる日平均値の 2％除外値が 0.04ppm 以下
であり、かつ、日平均値が 0.04ppm を超えた日が 2
日以上連続しないこと 

一酸化炭素 
（CO） 

1 時間値の 1 日平均値が 10 ppm 以下であ
り、かつ、1時間値の 8時間平均値が 20 ppm 
以下であること 
（昭和 48年 5月 8日、環境庁告示第 25号） 

○短期的評価 
8時間平均値が 20ppm以下であり、かつ、日平均値
が 10ppm 以下であること 
○長期的評価 
年間にわたる日平均値の 2％除外値が 10ppm以下で
あり、かつ、日平均値が 10ppmを超えた日が 2日以
上連続しないこと 

浮遊粒子状物質 
（SPM） 

1時間値の 1日平均値が 0.10 mg/m3以下であ
り、かつ、1時間値が 0.20 mg/m3以下である
こと 
（昭和 48年 5月 8日、環境庁告示第 25号） 

○短期的評価 
1 時間値が 0.20mg/m3 以下であり、かつ、日平均値
が 0.10mg/m3以下であること 
○長期的評価 
年間にわたる日平均値の 2％除外値が 0.10mg/m3 以
下であり、かつ、日平均値が 0.10mg/m3を超えた日
が 2 日以上連続しないこと 

二酸化窒素 
（NO2） 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から
0.06ppmまでのゾーン内又はそれ以下である
こと 
（昭和 53年7月 11日、環境庁告示第 38号） 

○長期的評価 
年間にわたる日平均値の 98％値が 0.06ppm 以下で
あること 

光化学オキシダント 
（Ox） 

1 時間値が 0.06ppm 以下であること 
（昭和 48年 5月 8日、環境庁告示第 25号） 

○短期的評価 
1 時間値が 0.06ppm 以下であること 

微小粒子状物質 
（PM2.5） 

１年平均値が 15μg/m3 以下であり、かつ、
１日平均値が 35μg/m3以下であること 
（平成 21年 9月 9日、環境省告示第 33号） 

○長期的評価 
年間にわたる日平均値の 98％値が 35μg/m3 以下で
あり、かつ、年平均値が 15μg/m3以下であること 

備考 
注 1）環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域又は場所については、適用しな
い。 
注 2）浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm 以下のものをいう。 
注 3）二酸化窒素について、1時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、

原則としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努め
るものとする。 

注 4）光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸
化性物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。 

注 5）微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μｍの粒子を 50％の割合で分離でき
る分粒装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 
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表 3.2.6-2  ダイオキシン類に係る環境基準（大気） 

物質 基準値 

ダイオキシン類 0.6pg-TEQ/m3以下 

資料：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準」（平成 11年 12 月 27 日、環境庁告示第 68号） 

備考 

注 1）基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

注 2）基準値は、年間平均値とする。 

 

（ｲ） 大気汚染防止法 

大気汚染防止法（昭和 43 年 6 月 10 日, 法律第 97 号）の目的の一つに、工場及び事業場

における事業活動並びに建築物等の解体等に伴うばい煙、揮発性有機化合物及び粉じんの排

出等の規制がある。対象事業においては、ばい煙発生施設等の設置はないため、規制基準は

適用されない。 

 

（ｳ） 規制基準 

対象事業は廃棄物の最終処分場であり、ばい煙発生施設等の設置はないことから、規制基

準の適用を受けることはない。 

 

(2) 騒音 

（ｱ） 環境基準 

環境基本法第 16 条の規定に基づき、騒音に係る環境上の条件について、人の健康を保護

し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準が定められている。 

騒音に係る環境基準は表 3.2.6-3 に示すとおりであり、那須塩原市における騒音の環境基

準に係る地域類型の区分は表 3.2.6-4に示すとおりである。 
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表 3.2.6-3  騒音に係る環境基準 

道路に面する地域以外の地域 

地域の類型 
基準値 

昼間 
（6 時～22 時） 

夜間 
（22 時～6 時） 

AA 50dB 以下 40dB 以下 

A 及び B 55dB 以下 45dB 以下 

C 60dB 以下 50dB 以下 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10年 9 月、環境庁告示第 64 号） 

備考 

地域の類型 

AA：療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静穏を要する地域 

A：専ら住居の用に供される地域 

B：主として住居の用に供される地域 

C：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域 

 

道路に面する地域 

地域の区分 
基準値 

昼間 
（6 時～22 時） 

夜間 
（22 時～6 時） 

A 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域 60dB 以下 55dB 以下 

B 地域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する地域
及び C 地域のうち車線を有する道路に面する地域 

65dB 以下 60dB 以下 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10年 9 月、環境庁告示第 64 号） 

備考 

車線とは、1 縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分を

いう。 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表に係らず、特例として次表の基

準値の欄に掲げるとおりとする。 

 

幹線交通を担う道路に近接する空間 

基準値 

昼間（6 時～22 時） 夜間（22 時～6 時） 

70dB 以下 65dB 以下 

資料：「騒音に係る環境基準について」（平成 10年 9 月、環境庁告示第 64 号） 

備考 

個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められる

ときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては 45dB 以下、夜間にあっては 40dB 以下）による

ことができる。 

「幹線交通を担う道路に近接する空間」とは、次の車線数の区分に応じ道路端からの距離によりその範囲

を特定するものとする。 

2 車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 15m 

2 車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 20m 

 

表 3.2.6-4  那須塩原市における騒音に係る環境基準の地域類型の指定 

地域の類型 該当地域 

A 
都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第 8 条第 1 項第 1号に規定する第 1 種低層住居専用地

域、第 2 種低層住居専用地域及び第 1 種中高層住居専用地域 

B 都市計画法第 8 条第 1 項第 1号に規定する第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住居地域 

C 
地域類型 A 及び B を当てはめた地域以外の地域（都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する

工業専用地域を除く。） 

資料：「騒音に関する環境基準についての地域の指定について」（令和 2 年 4 月、那須塩原市告示第 102 号） 
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（ｲ） 規制基準 

① 特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音 

騒音規制法に基づき、特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生す

る騒音について、規制基準が設けられている。特定工場等において発生する騒音に関する基

準は表 3.2.6-5、特定建設作業に伴って発生する騒音に関する基準は表 3.2.6-6 に示すとお

りである。 

事業実施区域は「都市計画法」第 8 条第 1 項第 1 号に規定する用途地域として定められた

地域ではないため、規制基準は適用されない。 

表 3.2.6-5  特定工場等において発生する騒音に関する基準 

時間区分 
 
 

区域区分 

昼間 
（午前 8 時から 

午後 6 時まで） 

朝夕 
（午前 6 時から午前 8 時まで・

午後 6 時から午後 10 時まで） 

夜間 
（午後 10 時から 

翌日の午前 6 時まで） 

第 1 種区域 50 dB 45 dB 45 dB 

第 2 種区域 55 dB 50 dB 45 dB 

第 3 種区域 65 dB 60 dB 50 dB 

第 4 種区域 70 dB 65 dB 60 dB 

資料：「特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する

地域等について」（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 103 号） 

備考 

第 1 種区域：「都市計画法」第 8 条第 1 項第 1 号に規定する第 1 種低層住居専用地域及び第 2 種低層

住居専用地域 

第 2 種区域：同号に規定する第１種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及び準住

居地域 

第 3 種区域：同号に規定する近隣商業地域、商業地域及び準工業地域 

第 4 種区域：同号に規定する工業地域 

ただし、第 2 種区域（第 2 種区域の夜間に係るものは除く。）、第 3 種区域及び第 4 種区域の区域内

に所在する学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校、児童福祉法（昭和 22 年法

律第 164 号）第 7 条第 1 項に規定する保育所、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 5 第 1 項

に規定する病院及び同条第 2項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有するもの、

図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）第 2 条第 1 項に規定する図書館、老人福祉法（昭和 38 年法律第

133 号）第 5 条の 3 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総

合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認定こ

ども園の敷地の周囲おおむね 50 メートルの区域内における規制基準は、当該各欄に定める当該値か

ら 5 デシベルを減じた値とする。 
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表 3.2.6-6  特定建設作業に伴って発生する騒音に関する基準 

基準 
 

区域の区分 
規制基準 作業禁止時間帯 作業時間 作業禁止期間 

第 1 号区域 85dB 19:00～7:00 1 日 10 時間以内 連続六日を超えて行われる、
日曜、その他の休日 第 2 号区域 85dB 22:00～6:00 1 日 14 時間以内 

資料：「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基準」（昭和 43年 11 月、厚生省・建設省告示 1 号） 

   「特定工場等において発生する騒音及び特定建設作業に伴って発生する騒音について規制する地域等に

ついて」（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 103 号） 

備考 

第 1 種区域：表 3.2.7-5 に示した第 1 種区域、第 2 種区域及び第 3 種区域の全域並びに同項に規定する第 4 種

区域の区域内に所在する学校教育法第 1 条に規定する学校、児童福祉法第 7 条第 1 項に規定する

保育所、医療法第 1 条の 5 第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を

入院させるための施設を有するもの、図書館法第 2 条第 1項に規定する図書館、老人福祉法第５

条の３に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律第 2 条第 7 項に規定する幼保連携型認定こども園の周囲おおむね 80 メート

ルの区域内とする。 

第 2 種区域：都市計画法第 8条第 1 項第 1 号に規定する用途地域（工業専用地域を除く。）のうち、第 1 種区

域以外の区域 

 

② 自動車における騒音 

騒音規制法に基づき、道路交通騒音の限度が定められている。要請限度は表 3.2.6-7 に示

すとおりである。 

表 3.2.6-7  自動車騒音の要請限度 

時間の区分 
 

区域の区分 

昼間 
（6:00～22:00） 

夜間 
（22:00～翌 6:00） 

a 区域及び b 区域のうち一車線を有する道路に面する区域 65dB 55dB 

a 区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域 70dB 65dB 

b 区域のうち二車線以上の車線を有する道路に面する区域 
及び c 区域のうち車線を有する道路に面する区域 

75dB 70dB 

資料：「騒音規制法第十七条第一項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」

（平成 12 年総理府令第 15 号） 

   「騒音規制法第 17 条第１項の規定に基づく指定地域における自動車騒音の限度を定める総理府令別

表備考の区域について」（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 106 号） 

備考 

注 1）区域区分 

a 区域：都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）第 8 条第 1項第 1 号に規定する用途地域（同号に規定する

工業専用地域（以下「工業専用地域」という。）を除く。以下「指定地域」という。）のうち、第

1 種低層住居専用地域、第 2種低層住居専用地域及び第 1種中高層住居専用地域 

b 区域：指定地域のうち、都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する第 1 種住居地域、第 2 種住居地域及

び準住居地域 

c 区域：指定地域のうち、都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する近隣商業地域、商業地域、準工業地

域、工業地域及び工業専用地域 
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(3) 振動 

（ｱ） 特定工場等における振動 

振動規制法に基づき、特定工場等において発生する振動及び特定建設作業に伴って発生す

る振動について、規制基準が設けられている。特定工場等において発生する振動に関する基

準は表 3.2.6-8、特定建設作業に伴って発生する振動に関する基準は表 3.2.6-9 に示すとお

りである。 

事業実施区域は都市計画区域外の地域であるため、規制基準は適用されない。 

表 3.2.6-8  特定工場等において発生する振動に関する基準 

時間区分 
 
 

区域区分 

昼間 
（午前 8 時から午後 8 時まで） 

夜間 
（午後 8 時から翌日の午前 8時ま

で） 

第 1 種区域 60 dB 55 dB 

第 2 種区域(A) 65 dB 60 dB 

第 2 種区域(B) 70 dB 65 dB 

資料：「振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域の指定等に

ついて」（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 104 号） 

備考 

第 1 種区域  ：「都市計画法」第 8 条第 1 項第 1 号に規定する第 1 種低層住居専用地域、第 2 種

低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地

域及び準住居地域 

第 2 種区域(A)：同号に規定する近隣商業地域、商業地域及び準工業地域 

第 2 種区域(B)：同号に規定する工業地域 

ただし、第 2 種区域（第 2 種区域の夜間に係るものは除く。）、第 3 種区域及び第 4 種区域の区域

内に所在する学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 1 条に規定する学校、児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）第 7 条第 1項に規定する保育所、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 5

第 1 項に規定する病院及び同条第 2 項に規定する診療所のうち患者を入院させるための施設を有す

るもの、図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）第 2 条第 1 項に規定する図書館、老人福祉法（昭和

38 年法律第 133 号）第 5 条の 3 に規定する特別養護老人ホーム並びに就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第 2 条第 7 項に規定する

幼保連携型認定こども園の敷地の周囲おおむね 50 メートルの区域内における規制基準は、当該各

欄に定める当該値から 5 デシベルを減じた値とする。 

 

表 3.2.6-9  特定建設作業に伴って発生する振動に関する基準 

基準 
 

区域の区分 
規制基準 

作業禁止 
時間帯 

作業時間 作業禁止期間 

第 1 号区域 75 dB 19:00～7:00 1 日 10 時間以内 連続六日を超えて行われ
る、日曜、その他の休日 第 2 号区域 75 dB 22:00～6:00 1 日 14 時間以内 

資料：「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58号） 

「振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域の指定等について」

（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 104 号） 

備考 

注 1）区域区分 

1. 表 3.2.7-8 に示した第 1 種区域及び第 2 種区域(A)の全域並びに同項に規定する第 2 種区域(B)の区域内

に所在する学校、病院等の敷地の周囲おおむね 80 メートルの区域内とする。 

2. 都市計画法第 8 条第 1 項第 1 号に規定する用途地域（工業専用地域を除く。）のうち、第 1 種区域以外

の区域 
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（ｲ） 自動車における振動 

振動規制法に基づき、道路交通振動の限度が定められている。要請限度は表 3.2.6-10

に示すとおりである。 

表 3.2.6-10  道路交通振動の要請限度 

時間区分 
 

区域の区分 

昼間 
(午前 7 時から 

午後 8 時) 

夜間 
(午後 8 時から 

翌日午前 7 時まで) 

第 1 種区域 
特定工場等において発生する振
動に関する規制のうち、区域区
分が第 1 種区域である地域 

65 dB 60 dB 

第 2 種区域 

特定工場等において発生する振
動に関する規制のうち、区域区
分が第 2 種区域(A)及び第 2 種
区域(B)である地域 

70 dB 65 dB 

資料：「振動規制法施行規則」（昭和 51 年総理府令第 58号） 

「振動を防止することにより住民の生活環境を保全する必要があると認める地域の指定等につい

て」（令和 2 年 4 月 1 日、那須塩原市告示第 104 号） 

 

(4) 悪臭 

「悪臭防止法」では、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的とし、工

場その他の事業場における事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規制を行い、その

他悪臭防止対策を推進している。規制地域、規制基準については、各都道府県知事（市の区

域内の地域については、市長。）によって指定され、規制方法は、特定悪臭物質と規定され

る 22 物質の物質濃度による物質濃度別規制と、人間の嗅覚を用いて悪臭の程度を臭気指数

として換算し、その臭気指数による臭気指数規制の 2 つがあり、那須塩原市については臭気

指数規制となっている。規制基準は表 3.2.6-11に示すとおりである。 

 

表 3.2.6-11  悪臭防止法に係る規制基準 

区域の区分 規制基準（大気の臭気指数） 

指数 15 区域 15 

指数 18 区域 18 

資料：「悪臭防止法の規定に基づく規制地域及び規制基準について」（令和 2 年 4 月 1日、那須塩原市

告示第 105 号） 

備考 

第 1 種区域：「都市計画法」第 8 条第 1 項第 1 号に規定するのうち第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低

層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住居地域、準住居

地域、近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域（別図 1 に区画した地域を除

く。）及び工業専用地域（別図 2 に区画した地域を除く。）並びに別図 3 に区画した地域

（以下「指数 15 区域」という。）なお、関係図面は、市民生活部環境課において一般の縦

覧に供する。 

第 2 種区域：用途地域のうち工業地域（別図 1 に区画した地域に限る。）及び工業専用地域（別図 2 に

区画した地域に限る。）（以下「指数 18 区域」という。） 
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(5) 水質 

（ｱ） 環境基準 

環境基本法第 16 条の規定に基づき、水質の汚濁に係る環境上の条件について、人の健康

を保護し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準が定められている。

また、ダイオキシンについては、ダイオキシン類対策特別措置法第 7 条の規定に基づき、ダ

イオキシン類による水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境上の条件につき人

の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準が定められている。このうち、全公共

用水域について一律に定められている人の健康の保護に関する環境基準は、表 3.2.6-12 に

示すとおりである。生活環境の保全に関する環境基準（河川）は、表 3.2.6-13 に示すとお

りであり、水域ごとに利用目的等に応じてそれぞれ類型が指定され、各類型に応じた環境基

準の適用を受ける。また、ダイオキシン類の環境基準を表 3.2.6-14に示す。 

事業実施区域の南側を流れる蛇尾川の類型指定は A 類型であるが、事業実施区域から公共

用水域への放流は計画されていない。 

表 3.2.6-12 人の健康の保護に関する環境基準 

項目 基準値 

カドミウム 0.003 mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと。 

鉛 0.01 mg/L 以下 

六価クロム 0.02 mg/L 以下 

砒素 0.01 mg/L 以下 

総水銀 0.0005 mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 

PCB 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02 mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002 mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1 mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01 mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01 mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg/L 以下 

チウラム 0.006 mg/L 以下 

シマジン 0.003 mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02 mg/L 以下 

ベンゼン 0.01 mg/L 以下 

セレン 0.01 mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 mg/L 以下 

ふっ素 0.8 mg/L 以下 

ほう素 1 mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05 mg/L 以下 
参考：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46年 12 月 28 日、環境庁告示第 59 号） 
備考 
1.基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする｡ 
2.「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、その結
果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

3.硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、規格 43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測
定された硝酸イオンの濃度に換算係数 0.2259 を乗じたものと規格 43.1 により測定された亜
硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 
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表 3.2.6-13(1)  生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

項目 
類型 

利用目的の 
適応性 

基準値 

水素イオン

濃度（pH） 

生物化学的

酸素要求量

（BOD） 

浮遊物質量 

（SS） 

溶存酸素量 

（DO） 
大腸菌数 

AA 
水道 1 級 

自然環境保全及び A 以

下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

1 mg/L 

以下 

25 mg/L 

以下 

7.5 mg/L 

以上 

20 CFU/ 

100 mL 以下 

A 

水道 2 級 

水産 1 級 

水浴及び B 以下の欄に

掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

2 mg/L 

以下 

25 mg/L 

以下 

7.5 mg/L 

以上 

300 CFU/ 

100 mL 以下 

B 
水道 3 級 

水産 2 級及び C 以下の

欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

3 mg/L 

以下 

25 mg/L 

以下 

5 mg/L 

以上 

1,000 CFU/ 

100 mL 以下 

C 
水産 3 級 

工業用水１級及び D 以

下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

5 mg/L 

以下 

50 mg/L 

以下 

5 mg/L 

以上 
− 

D 
工業用水 2 級 

農業用水及び E の欄に

掲げるもの 

6.0 以上 

8.5 以下 

8 mg/L 

以下 

100 mg/L 

以下 

2 mg/L 

以上 
− 

E 
工業用水 3 級 

環境保全 

6.0 以上 

8.5 以下 

10 mg/L 

以下 

ごみ等の浮遊が 

認められないこと。 

2 mg/L 

以上 
− 

参考：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46年 12 月 28 日、環境庁告示第 59 号） 

備考 

1.基準値は、日間平均値とする。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90 %水質値（年間の日間平均

値の全データをその値の小さいものから順に並べた際の 0.9×n 番目（n は日間平均値のデータ数）のデ

ータ値（0.9×n が整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。））とする。 

2.農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5以下、溶存酸素量 5 mg/L 以上とする。 

3.水道 1 級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除く。）については、大

腸菌数 100 CFU／100 mL 以下とする。 

4.水産 1 級、水産 2 級及び水産 3 級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しない。 

5.大腸菌数に用いる単位は CFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100 mL とし、大腸菌を培地

で培養し、発育したコロニー数を数えることで算出する。 

注 1） 

1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

  水道 2 級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水道 3 級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3.水産 1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産 2 級及び水産 3 級の水産生物用 

水産 2 級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用及び水産 3 級の水産生物用 

水産 3 級：コイ、フナ等、β-中腐水性水域の水産生物用 

4.工業用水 1 級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

工業用水 2 級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

工業用水 3 級：特殊の浄水操作を行うもの 

5.環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 
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表 3.2.6-13（2） 生活環境の保全に関する環境基準（河川） 

項目 
類型 

水生生物の生息状況の適応性 
基準値 

全亜鉛 ノニルフェノール 
直鎖アルキルベンゼン
スルホン酸及びその塩 

生物 
A 

イワナ、サケマス等比較的低
温域を好む水生生物及びこれ
らの餌生物が生息する水域 

0.03 mg/L 
以下 

0.001 mg／L 
以下 

0.03 mg/L 
以下 

生物 
特 A 

生物Ａの水域のうち、生物Ａ
の欄に掲げる水生生物の産卵
場（繁殖場）又は幼稚仔の生
育場として特に保全が必要な
水域 

0.03 mg/L 
以下 

0.0006 mg／L 
以下 

0.02 mg/L 
以下 

生物 
B 

コイ、フナ等比較的高温域を
好む水生生物及びこれらの餌
生物が生息する水域 

0.03 mg/L 
以下 

0.002 mg／L 
以下 

0.05 mg/L 
以下 

生物 
特 B 

生物Ａ又は生物Ｂの水域のう
ち、生物Ｂの欄に掲げる水生
生物の産卵場（繁殖場）又は
幼稚仔の生育場として特に保
全が必要な水域 

0.03 mg/L 
以下 

0.002 mg／L 
以下 

0.04 mg/L 
以下 

参考：「水質汚濁に係る環境基準」（昭和 46年 12 月 28 日、環境庁告示第 59 号） 

備考 

1.基準値は、年間平均値とする。 

 

表 3.2.6-14  ダイオキシン類に係る環境基準（水質（水底の底質を除く）） 

物質 基準値 

ダイオキシン類 1 pg-TEQ／L 以下 

参考：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準」（平成 11年 12 月 27 日、環境庁告示第 68号） 

備考 

基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

 

（ｲ） 農業用水の要望水質（水稲） 

農林水産省が昭和 44 年春から約 1 ヶ月間、汚濁物質別に「水稲」に被害を与えない限界

濃度を検討し、学識経験者の意見も取り入れて、昭和 45 年 3 月に定めた基準で、法的拘束

力はないが水稲の正常な生育のために望ましいかんがい用水の指標として利用されている。

基準値は表 3.2.6-15 に示すとおりである。 

表 3.2.6-15  農業用水の要望水質（水稲） 

項目 基準値 

pH（水素イオン濃度） 6.0 ～ 7.5  

COD（化学的酸素要求量） 6 mg/L 以下 

SS（浮遊物質量） 100 mg/L 以下 

DO（溶存酸素） 5 mg/L 以上 

T-N（全窒素濃度） 1 mg/L 以下 

電気伝導度（EC） 30 mS/m 以下 

重金属 

As（砒素） 0.05 mg/L 以下 

Zn（亜鉛） 0.5 mg/L 以下 

Cu（銅） 0.02 mg/L 以下 

参考：昭和 45年 3 月 農林水産省 
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（ｳ） 排水基準 

「水質汚濁防止法」は、公共用水域及び地下水の水質汚濁の防止を図り、生活環境の保全

することを目的として、排出水に対して規制を設けている。排水基準により規定される物質

は大きく 2 つに分類されており、一つは人の健康に係わる被害を生ずるおそれのある物質

（有害物質）を含む排水に係る項目、もう一つは水の汚染状態を示す項目（生活環境項目）

である。国が定める一律排水基準は表 3.2.6-16、表 3.2.6-17に示すとおりである。 

栃木県の「水質汚濁防止法に基づく排水基準を定める条例」（昭和 47 年 3 月 28 日、栃木

県条例第 6 号）では、県の区域に属する公共用水域に排出される排出水に対し、工場又は事

業場（以下「特定事業場」という。)の業態に応じて上乗せ基準が定められているが、事業

実施区域は対象の特定事業場に該当しないことに加え、公共用水域への放流は計画されてい

ないため、上乗せ排水基準は適用されない。 

「栃木県生活環境の保全等に関する条例」（平成 16 年 10 月 14 日、栃木県条例第 40 号）

は、「栃木県環境基本条例」（平成 8 年 3 月 28 日、栃木県条例第 2 号）に定められた基本理

念にのっとり、公害の防止その他事業活動及び日常生活に伴う環境への負荷の低減を図るた

めの措置に関し必要な事項を定めることにより、県民の健康の保護及び快適な生活環境の確

保に寄与することを目的としており、特定施設からの汚水等に関して排水基準を設けている。

しかし、対象事業は、この特定施設に該当しないため、適用されない。 

ダイオキシンについては、ダイオキシン類対策特別措置法により、排出水に対して基準が

設けられている。廃棄物の最終処分場の放流水に関する基準は、表 3.2.6-18 に示すとおり

である。 

また、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める

省令」において、一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物管理型最終処分場については、放流

水に対し、表 3.2.6-19に示す排水基準が定められている。 
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表 3.2.6-16  人の健康の保護に係る項目（排水基準） 

項目 排水基準 

カドミウム及びその化合物 0.03 mg/L 

シアン化合物 1 mg/L 

有機燐化合物 
（パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン、EPN） 

1 mg/L 

鉛及びその化合物 0.1 mg/L 

六価クロム化合物 0.2 mg/L 

砒素及びその化合物 0.1 mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 mg/L 

アルキル水銀化合物 不検出 

ポリ塩化ビフェニル 0.003 mg/L 

トリクロロエチレン 0.1 mg/L 

テトラクロロエチレン 0.1 mg/L 

ジクロロメタン 0.2 mg/L 

四塩化炭素 0.02 mg/L 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 1 mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン 3 mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/L 

チウラム 0.06 mg/L 

シマジン 0.03 mg/L 

チオベンカルブ 0.2 mg/L 

ベンゼン 0.1 mg/L 

セレン及びその化合物 0.1 mg/L 

ほう素及びその化合物 10 mg/L（海域以外） 

ふっ素及びその化合物 8 mg/L（海域以外） 

アンモニア、アンモニウム化合物、 
亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

100 mg/L 
（アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、 

亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素の合計量） 

1,4-ジオキサン 0.5 mg/L 
参考：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年 6 月 21 日、総理府令第 35 号） 
備考 
1.「検出されないこと。」とは、第 2 条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を

検定した場合において、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいう。 
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表 3.2.6-17  生活環境の保全に係る項目（排水基準） 

項目 排水基準 

水素イオン濃度（pH） 5.8 以上 8.6 以下（海域以外） 

生物化学的酸素要求量（BOD） 160 mg/L（日間平均 120 mg/L） 

化学的酸素要求量（COD） 160 mg/L（日間平均 120 mg/L） 

浮遊物質量（SS） 200 mg/L（日間平均 150 mg/L） 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（鉱油類含有量） 

5 mg/L 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（動植物油脂類含有量） 

30 mg/L 

フェノール類含有量 5 mg/L 

銅含有量 3 mg/L 

亜鉛含有量 2 mg/L 

溶解性鉄含有量 10 mg/L 

溶解性マンガン含有量 10 mg/L 

クロム含有量 2 mg/L 

大腸菌群数 日間平均 3000 個/cm3 

窒素含有量 120 mg/L（日間平均 60 mg/L） 

燐含有量 16 mg/L（日間平均 8 mg/L） 
参考：「排水基準を定める省令」（昭和 46 年 6 月 21 日、総理府令第 35 号） 
備考 
1.「日間平均」による許容限度は、1 日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 
2.この表に掲げる排水基準は、1日当たりの平均的な排出水の量が 50立方メートル以上である工場又は
事業場に係る排出水について適用する。 

3.水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘
採する鉱業を含む。）に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しない。 

4.化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限っ
て適用し、化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用
する。 

5.窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがあ
る湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海
域（湖沼であって水の塩素イオン含有量が 1 リットルにつき 9,000 ミリグラムを超えるものを含む。
以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限
って適用する。 

6.燐(りん)含有量についての排水基準は、燐(りん)が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすお
それがある湖沼として環境大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれ
がある海域として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共用水域に排出される排出水に限っ
て適用する。 

 

表 3.2.6-18  ダイオキシン類に係わる維持管理基準 

維持管理対象 許容限度 

放流水 10pg-TEQ/L 

参考：「ダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分場の維持管理の基準を

定める省令」（平成 12 年 1 月 14 日、総理府・厚生省令第 2号） 
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表 3.2.6-19  最終処分場における放流水に対する排水基準 

項目 排水基準 
アルキル水銀 検出されないこと。 
水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 mg/L 以下 
カドミウム及びその化合物 0.02 mg/L 以下 
鉛及びその化合物 0.1 mg/L 以下 
有機燐化合物（ﾊﾟﾗﾁｵﾝ、ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾁｵﾝ、ﾒﾁﾙｼﾞﾒﾄﾝ及びｴﾁﾙ
ﾊﾟﾗﾆﾄﾛﾌｪﾆﾙﾁｵﾉﾍﾞﾝｾﾞﾝﾎｽﾎﾈｲﾄ（別名 EPN）に限る。） 

1 mg/L 以下 

六価クロム化合物 0.5 mg/L 以下 
砒素およびその化合物 0.1 mg/L 以下 
シアン化合物 1 mg/L 以下 
ポリ塩化ビフェニル 0.003 mg/L 以下 
トリクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 
テトラクロロエチレン 0.1 mg/L 以下 
ジクロロメタン 0.2 mg/L 以下 
四塩化炭素 0.02 mg/L 以下 
一・二-ジクロロエタン 0.04 mg/L 以下 
一・一-ジクロロエチレン 1 mg/L 以下 
シス‐一・二‐ジクロロエチレン 0.4 mg/L 以下 
一・一・一‐トリクロロエタン 3 mg/L 以下 
一・一・二‐トリクロロエタン 0.06 mg/L 以下 
一・三‐ジクロロプロペン 0.02 mg/L 以下 
チウラム 0.06 mg/L 以下 
シマジン 0.03 mg/L 以下 
チオベンカルブ 0.2 mg/L 以下 
ベンゼン 0.1 mg/L 以下 
セレン及びその化合物 0.1 mg/L 以下 
一・四-ジオキサン 0.5 mg/L 以下 
ほう素及びその化合物 50 mg/L 以下（海域以外） 
ふっ素及びその化合物 15 mg/L 以下（海域以外） 
アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び
硝酸化合物 

アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、亜硝酸性
窒素及び硝酸性窒素の合計量 200 mg/L 以下 

水素イオン濃度（水素指数） 5.8 以上 8.6 以下（海域以外） 
生物化学的酸素要求量 60 mg/L 以下 
化学的酸素要求量 90 mg/L 以下 
浮遊物質量 60 mg/L 以下 
ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（鉱油類含有量） 

5 mg/L 以下 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 
（動植物油脂類含有量） 

30 mg/L 以下 

フェノール類含有量 5 mg/L 以下 
銅含有量 3 mg/L 以下 
亜鉛含有量 2 mg/L 以下 
溶解性鉄含有量 10 mg/L 以下 
溶解性マンガン含有量 10 mg/L 以下 
クロム含有量 2 mg/L 以下 
大腸菌群数 3,000 個/cm3以下（日間平均） 
窒素含有量 120（日間平均 60）mg/L 以下 
燐含有量 16（日間平均 8）mg/L 以下 
参考：「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」（昭和 52 年 3月 14

日、総理府令・厚生令第 1 号） 
備考 

1.「検出されないこと」とは、第三条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検査した場合において、その結果が当
該検査方法の定量限界を下回ることをいう。 

2.「日間平均」による排水基準は、一日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものである。 

3.海域及び湖沼に排出される放流水については生物化学的酸素要求量を除き、それ以外の公共用水域に排出される放流水
については化学的酸素要求量を除く。 

4.窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境

大臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の塩素イオン含
有量が 9,000 mg/Lを超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入する公共水域に排
出される排出水に限って適用する。 

5.燐含有量についての排水基準は、燐が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大臣
が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれ
らに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用する。 
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(6) 底質 

（ｱ） 環境基準 

ダイオキシン類対策特別措置法第 7条の規定に基づき、ダイオキシン類による水質の汚

濁（水底の底質の汚染を含む。）に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持さ

れることが望ましい基準が定められている。ダイオキシン類に係る環境基準は表 3.2.6-20

に示すとおりである。 

表 3.2.6-20  ダイオキシン類に係る環境基準（水底の底質） 

物質 環境上の条件 

ダイオキシン類 150pg-TEQ/g 以下 

参考：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準」（平成 11年 12 月 27 日、環境庁告示第 68号） 

備考 

基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

 

（ｲ） 暫定除去基準 

公共用水域の水質汚濁、魚介類汚染等の原因となる汚染底質の除去等の基準として水銀と

PCBの暫定除去基準が定められている。暫定除去基準は表 3.2.6-21に示すとおりである。 

表 3.2.6-21  底質の暫定除去基準 

物 質 暫定除去基準 

水 銀 25 ppm 

P C B 10 ppm  

参考：「底質の暫定除去基準について」（昭和 50年 10 月 28 日、環水管 119

号） 
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(7) 地下水 

（ｱ） 環境基準 

環境基本法第 16 条の規定に基づき、地下水の水質汚濁に係る環境上の条件について、人

の健康を保護し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準が定められ

ている。地下水水質について人の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準は表

3.2.6-22に示すとおりである。 

 

表 3.2.6-22  地下水の水質汚濁に係る環境基準 

項 目 基準値 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと。 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.02mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと。 

PCB 検出されないこと。 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩
化ビニルモノマー） 

0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

参考：「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成 9 年 3 月 13 日、環境庁告

示第 10 号） 

備考 

基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とす

る｡ 

「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合におい

て、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 
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（ｲ） 省令による基準 

「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令」

において、一般廃棄物最終処分場及び産業廃棄物管理型最終処分場については、地下水の水

質に対し、表 3.2.6-23のような基準が定められている。 

 

表 3.2.6-23  最終処分場における地下水に対する基準 

項目 基準値 

アルキル水銀 検出されないこと。 

総水銀 0.0005 mg/L 以下 

カドミウム 0.01 mg/L 以下 

鉛 0.01 mg/L 

六価クロム 0.05 mg/L 

砒素 0.01 mg/L 

全シアン 検出されないこと。 

ポリ塩化ビフェニル 検出されないこと。 

トリクロロエチレン 0.03 mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01 mg/L 以下 

ジクロロメタン 0.02 mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002 mg/L 以下 

一・二‐ジクロロエタン 0.004 mg/L 以下 

一・一‐ジクロロエチレン 0.02 mg/L 以下 

シス‐一・二‐ジクロロエチレン 0.04 mg/L 以下 

一・一・一‐トリクロロエタン 1 mg/L 以下 

一・一・二‐トリクロロエタン 0.006 mg/L 以下 

一・三‐ジクロロプロペン 0.002 mg/L 以下 

チウラム 0.006 mg/L 以下 

シマジン 0.003 mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02 mg/L 以下 

ベンゼン 0.01 mg/L 以下 

セレン 0.01 mg/L 以下 

参考：「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定

める省令」（昭和 52 年 3 月 14日、総理府・厚生省令第 1 号） 

備考 

「検出されないこと。」とは、第三条の規定に基づき環境大臣が定める方法により検査

した場合において、その結果が当該検査方法の定量限界を下回ることをいう。 

 

（ｳ） 水質汚濁防止法に基づく地下浸透基準 

「水質汚濁防止法」においては、特定事業場から地下に浸透する水に関して、有害物質を

含むものとして環境省令で定める要件に該当するものは地下へ浸透させてはならないとして

いる。環境省令において、有害物質を含むものとしての要件とは、「環境大臣が定める方法

により検定した場合において当該有害物質が検出されること」とされている。地下浸透基準

について表 3.2.6-24 に示す。 

ただし、対象事業は特定施設に該当しないため適用されない。 
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表 3.2.6-24  地下浸透基準 

項 目 地下浸透基準 

カドミウム 0.001mg/L 以下 

全シアン 0.1mg/L 以下 

有機燐 0.1mg/L 以下 

鉛 0.005mg/L 以下 

六価クロム 0.01mg/L 以下 

砒素 0.005mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 0.0005mg/L 以下 

PCB 0.0005mg/L 以下 

ジクロロメタン 0.002mg/L 以下 

四塩化炭素 0.0002mg/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化ビニル又は塩

化ビニルモノマー） 
0.0002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.0004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン 0.004mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 0.0005mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.0006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.002mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.0005mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.0002mg/L 以下 

チウラム 0.0006mg/L 以下 

シマジン 0.0003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.002mg/L 以下 

ベンゼン 0.001mg/L 以下 

セレン 0.002mg/L 以下 

アンモニア性窒素 0.7mg/L 以下 

亜硝酸性窒素 0.2mg/L 以下 

硝酸性窒素 0.2mg/L 以下 

ふっ素 0.2mg/L 以下 

ほう素 0.2mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.005mg/L 以下 

参考：「水質汚濁防止法施行規則」（昭和 46 年、総理府・通商産業省令第 2 号） 
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(8) 土壌 

（ｱ） 環境基準 

環境基本法第 16 条の規定に基づき、土壌の汚染に係る環境上の条件について、人の健康

を保護し、及び生活環境を保全するうえで維持されることが望ましい基準が定められている。

また、ダイオキシンについては、ダイオキシン類対策特別措置法第 7 条の規定に基づき、ダ

イオキシン類による土壌汚染に係る環境上の条件につき人の健康を保護する上で維持される

ことが望ましい基準が定められている。土壌汚染に係る環境基準は表 3.2.6-25 に、ダイオ

キシン類に係る環境基準は表 3.2.6-26に示すとおりである。 

 

表 3.2.6-25  土壌汚染に係る環境基準 

項目 基準値 

カドミウム 
検液 1L につき 0.003mg 以下であり、かつ、農用
地においては、米 1kg につき 0.4 ㎎以下である
こと。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 
有機燐 検液中に検出されないこと。 
鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用
地（田に限る。）においては、土壌 1kg につき
15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 
アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 
PCB 検液中に検出されないこと。 

銅 
農用地（田に限る。）において、土壌 1kg につき
125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
クロロエチレン 
（別名塩化ビニル、塩化ビニルモノマー） 

検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 
1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 
1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 
1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
1,3‐ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 
チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 
シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 
チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 
ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 
ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 
ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 
1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

参考：「土壌環境基準」（平成 3 年 8 月 23 日、環境庁告示第 46 号） 

備考 

1. 「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その

結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

2. 有機燐（りん）とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 
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3.2.6-26  ダイオキシン類に係る環境基準（土壌の汚染） 

物質 環境上の条件 

ダイオキシン類 1,000 pg-TEQ／g 以下 

参考：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に

係る環境基準」（平成 11年 12 月 27 日、環境庁告示第 68号） 

備考 

1.基準値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

2.大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

3.土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガスクロマトグラ

フ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマトグラフ三次元四重極形質量分

析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方法を除く。以下「簡易測定方法」とい

う。）により測定した値（以下「簡易測定値」という。）に 2 を乗じた値を上限、簡易測定値に 0.5 を

乗じた値を下限とし、その範囲内の値をこの表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみな

す。 

4.土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の量が 250pg-

TEQ/g 以上の場合 簡易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値に 2 を乗じた値が 250pg-

TEQ／g 以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 

 

（ｲ） 規制基準 

「土壌汚染対策法」は、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護することを

目的として、土壌の特定有害物質による汚染の状況について調査を行い、汚染状況の把握を

行う。土壌汚染対策法に基づく特定有害物質は、表 3.2.6-27 に示すとおりであり、土壌汚

染が確認された場合、表 3.2.6-28 に示す 2 種類の区域指定が行われる。那須塩原市におい

ては、現在、土壌汚染対策法に基づく形質変更時要届出区域が１区域ある。 

「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」は、農用地の土壌の特定有害物質による汚染

の防止等を図り、国民の健康の保護及び生活環境の保全に資することを目的として、制定さ

れた。都道府県知事は、農用地が特定有害物質により汚染されたと認めた場合、農用地土壌

汚染対策地域に指定し、農用地土壌汚染対策計画を定める。農用地の土壌汚染防止等に関す

る法律に基づく特定有害物質、農用地土壌汚染対策地域の指定要件は表 3.2.7-29 に示すと

おりである。那須塩原市においては、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に基づく農用

地土壌汚染対策地域はない。 
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表 3.2.6-27  土壌汚染対策法に基づく特定有害物質と基準 

特定有害物質の種類 土壌溶出量基準 土壌含有量基準 

第 1 種特定有害物質 
（揮発性有機化合物） 

クロロエチレン 
（別名塩化ビニル又は塩化
ビニルモノマー） 

0.002mg/L 以下 - 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 - 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 - 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 - 

1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 - 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 - 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 - 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 - 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 - 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 - 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 - 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 - 

第 2 種特定有害物質 
（重金属等） 

カドミウム及びその化合物 0.003mg/L 以下 45mg/kg 以下 

六価クロム化合物 0.05mg/L 以下 250mg/kg 以下 

シアン化合物 
検出されないこと 

50mg/kg 以下 
（遊離シアンとして） 

水銀及びその化合物 0.0005mg/L 以下 15mg/kg 以下 

 うちアルキル水銀 検出されないこと  

セレン及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 

鉛及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 

砒素及びその化合物 0.01mg/L 以下 150mg/kg 以下 

ふっ素及びその化合物 0.8mg/L 以下 4000mg/kg 以下 

ほう素及びその化合物 1mg/L 以下 4000mg/kg 以下 

第 3 種特定有害物質
（農薬等） 

シマジン 0.003mg/L 以下 - 

チウラム 0.006mg/L 以下 - 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 - 

PCB 検出されないこと - 

有機りん化合物 検出されないこと - 

参考：「土壌汚染対策法」（平成 14年 5月 22 日、法律第 53 号） 
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表 3.2.6-28  土壌汚染対策法に基づく区域指定 

区域の種類 指定要件 

要措置区域 
健康被害が生じるおそれがあるため、汚染の除去等の措置が必要な
区域 

形質変更時要届出区域 
健康被害が生じるおそれがないため、汚染の除去等の措置が不要な
区域 

参考：「土壌汚染対策法」（平成 14年 5月 22 日、法律第 53 号） 

備考 

「人の健康被害が生じるおそれ」とは、土壌溶出量基準（土壌から有害物質が溶け出した地下水を摂取した場

合のリスクを評価した基準）に適合しない場合は、汚染のある土地の周囲に地下水の飲用利用がある場合をい

い、土壌含有量基準（有害物質が含まれる土壌を直接摂取した場合のリスクを評価した基準）に適合しない場

合は、立入禁止や飛散防止のための措置が行われていない場合をいう。 

 

 

表 3.2.6-29  農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に基づく特定有害物質と 
農用地土壌汚染対策地域の指定要件 

特定有害物質の種類 農用地土壌汚染対策地域の指定要件 

カドミウム及び 

その化合物 

地域内の農用地において生産される米に含まれるカドミウムの量が米 1kg
につき 0.4mg を超えると認められる地域 
上記の近傍の地域のうち次に掲げる要件に該当する地域であって、その
地域内の農用地において生産される米に含まれるカドミウムの量及び同
号の地域との距離その他の立地条件からみて、当該農用地において生産
される米に含まれるカドミウムの量が米 1kgにつき 0.4mgを超えるおそれ
が著しいと認められるものであること 
・域内の農用地の土壌に含まれるカドミウムの量が前号の地域内の農用

地の土壌に含まれるカドミウムの量と同程度以上である 
・地域内の農用地の土性が前号の地域内の農用地の土性とおおむね同一

である 

銅及びその化合物 地域内の農用地（田に限る。）の土壌に含まれる銅の量が土壌 1kg につき
125mg 以上であると認められる地域 

砒素及びその化合物 地域内の農用地（田に限る。以下この号において同じ。）の土壌に含まれ
る砒素の量が土壌 1kg につき 15mg（その地域の自然的条件に特別の事情
があり、この値によることが当該地域内の農用地における農作物の生育
の阻害を防止するため適当でないと認められる場合には、都道府県知事
が土壌 1kgにつき 10mg以上 20mg以下の範囲内で定める別の値）以上であ
ると認められる地域 

参考：「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」（昭和 45年 12月 25 日、法律第 139 号） 
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(9) 景観 

（ｱ） 那須塩原市美しい景観と潤いのあるまちづくり条例 

那須塩原市は、「那須塩原市景観条例」（平成 21 年 12 月、那須塩原市条例第 29 号）及び

「那須塩原市景観計画（改定版）」（平成 26 年 10 月、那須塩原市）により、市内全域を景観

計画区域と指定している。このため、対象事業実施区域は、景観計画区域に該当する。 

また、表 3.2.6-30、図 3.2.6-1に示すように、対象事業実施区域は、地域的に特色ある景

観で、良好な景観の形成が特に必要とされる「景観形成重点地区」のうち、「ふるさと街道

景観形成重点地区」に該当し、「大田原高林線・黒磯板室インター線景観形成重点地区」も、

概況調査地域内に含まれている。後者については、対象事業実施区域から 2km 程度離れてお

り、対象事業が事業地内の改変にとどまることから、本事業による影響はないものと判断さ

れる。一方前者については、対象事業実施区域が矢板那須線に面していることから、規制の

対象となる。 

良好な景観の形成に関する方針は表 3.2.6-31 のとおりであり、行為の制限に関する事項

として表 3.2.6-32、表 3.2.6-33が定められている。 

 

表 3.2.6-30  景観形成重点地区 
名 称 地区の概要 区 域 

ふるさと街道 

景観形成重点地区 

塩原、板室、那須方面へアクセスす

る幹線道路であり、道路沿道ではア

カマツ林やクヌギ、コナラの雑木林

を見ることができます。これらの

木々により作り出される緑豊かな街

道景観は、市を代表する、印象的な

景観を形成しています。 

・一般国道 400 号のうち、那須塩原市地内東

北縦貫自動車道との交差部から日光国立公

園の区域境まで。幅は道路端から両側 50m

とする。 

・主要地方道矢板那須線のうち、那須塩原市

地内一般国道 400 号との交差点から那須町

との市町境まで。幅は道路端から両側 50m

とする。 

大田原高林線・黒 

磯板室インター線 

景観形成重点地区 

東北新幹線の那須塩原駅、東北縦貫

自動車道の黒磯板室インターチェン

ジがあり、多くの市民、来訪者が利

用する幹線道路です。沿道の景観は

本市を印象付ける大きな要素であ

り、景観政策上重要なものです。 

・主要地方道大田原高林線のうち、那須塩原

市地内東北縦貫自動車道との交差部から主

要地方道矢板那須線との交差点まで。幅は

道路端から両側 50m とする。 

・県道黒磯板室インター線のうち、料金所か

ら主要地方道大田原高林線との交差点ま

で。幅は道路端から両側 50mとする。 

資料：「那須塩原市景観計画（改定版）」（平成 26年 10月、那須塩原市） 

 

表 3.2.6-31  景観形成重点地区における良好な景観の形成に関する方針 
名 称 方 針 

ふるさと街道 

景観形成重点地区 

塩原温泉をはじめとした、山間・観光ゾーンへのアクセスの幹

線道路となることから、緑豊かなふるさとの景観を守り育て誇

りと愛着のある郷土の景観を形成していきます。 

大田原高林線・黒 

磯板室インター線 

景観形成重点地区 

那須塩原市の玄関口としてふさわしい都市景観の形成に取り組

むとともに緑豊かな沿道景観を形成していきます。 

資料：「那須塩原市景観計画（改定版）」（平成 26年 10月、那須塩原市） 

 

 

  



 

3-110 

 

 

 

  

図 3.2.6-1 景観形成重点地区図 
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表 3.2.6-32  景観形成重点地区における行為の制限に関する事項 
(1)届出対象行為 

届出対象行為の項目 届 出 対 象 規 模 

建築物、工作物の新築、増築、

改築、移転 
・開発行為のうち開発する区域の面積が 1,000 m2以上のもの 

運動・レジャー施設、墓園の建

設、駐車場、資材置場等を設置

するための土地の形質の変更  

・区域の面積が  1,000 m2以上のもの 

資料：「那須塩原市景観計画（改定版）」（平成 26年 10 月、那須塩原市） 

注 1)  

開発行為とは、都市計画法（昭和 43 年、法律第 100 号）第 4 条第 12項に規定する開発行為をいう。 

ただし、開発目的が分譲地の場合は除く。 

 

表 3.2.6-33  景観形成重点地区における行為の制限に関する事項 
(2)規制又は措置の基準 

対象 区分 届 出 対 象 規 模 

届出行為共通 配置等 ・道路境界からできるだけ後退し、道路側に空地又は緑地帯を確保

すること。 

敷地内緑化 ・樹木の伐採は必要最小限とし、特に街道沿いの樹木は極力保存す

ること。 

・周囲の景観に配慮し、道路に面する側を重点に、中高木・花等に

より緑化すること。 

建築物、工作

物 

配置等 ・緑の連続する沿道景観、山並みへの眺望を阻害しないよう、沿道

側に長大な壁面を設置しないこと。 

色彩 ・周辺の自然景観に調和する彩度及び明度の色彩とすること。 

資料：「那須塩原市景観計画（改定版）」（平成 26年 10 月、那須塩原市） 
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(10) 自然関連法令等 

（ｱ） 自然関連法令等による指定状況 

① 「自然公園法」等による指定状況 

概況調査地域は「自然公園法（昭和 32 年 法律第 161 号）」に基づく国立公園及び国定公

園、「栃木県立自然公園条例（昭和 33 年 栃木県条例第 11 号）」に基づく県立公園に指定さ

れていない。ただし、日光国立公園の第 3種特別地域、普通地域に隣接している（図 3.2.6-

2参照）。 

 

② 「自然環境保全法」等による指定状況 

概況調査地域は「自然環境保全法（昭和 47年 法律第 85号）」に基づく自然環境保全地域、

「自然環境の保全及び緑化に関する条例（昭和 49 年 栃木県条例第 5 号）」に基づく自然環

境保全地域、緑地環境保全地域のいずれにも指定されていない。 

 

③ 「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」による指定状況 

概況調査地域は「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成 14 年 法律第 88 号」

に基づく鳥獣保護区、銃器に係る特定猟具禁止区域に指定されている（図 3.2.6-3参照）。 
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図 3.2.7-2  鳥獣保護区、休猟区の指定状

況 

図 3.2.6-2 国立公園の指定状況 



 

3-114 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3.2.6-3 鳥獣保護区等の 

指定状況 
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 その他の事項 

(1) 環境基本計画 

（ｱ） 栃木県環境基本計画 

本計画は、「栃木県環境基本条例」（平成 8 年 3 月、栃木県条例第 2 号）に基づき、環境の

保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため定めたものであり、計画の期間は、令

和 3(2021)年度から令和 7(2025)年度を目標年度とする 5 ヵ年計画である。本計画では、基

本理念に基づいた 4 つの基本目標を柱に、環境に関する施策を展開することとしている。本

計画における基本理念、基本目標、施策項目は、表 3.2.7-1に示すとおりである。 

表 3.2.7-1  栃木県環境基本計画における基本理念・基本目標・施策項目 

基本理念 基本目標 施策項目 

・環境の恵沢の享受と
将来の世代への継承 

・人と自然とが共生
し、環境への負荷の
少ない持続的に発展
することができる社
会の構築 

・すべての者の参加に
よる環境の保全への
取組 

・地球環境の保全への
貢献 

1.脱炭素社会の構築と気
候変動への適応を目指
す「とちぎ」 

(1)温室効果ガスの排出削減 

(2)気候変動への適応 

2.自立・分散型エネルギ
ーで支えられる災害に
強い「とちぎ」 

(1)分散型エネルギーの自立化 

(2)エネルギー需給体制の強靭化 

3.良好な生活環境が保全
された「とちぎ」 

(1)大気環境の保全 

(2)水環境の保全 

(3)土壌・地盤環境の保全 

(4)騒音・振動・悪臭の防止 

(5)資源循環の推進 

4.人と自然が共生する
「とちぎ」 

(1)地域の生態系の保全 

(2)森林・みどりづくり活動の推進 

(3)自然の利活用・環境整備 

(4)野生鳥獣の適正管理  

(5)外来種対策の推進 

資料：栃木県環境基本計画（令和 3 年 3 月、栃木県） 

 

（ｲ） 第 2期那須塩原市環境基本計画 

本計画は、「那須塩原市環境基本条例」（平成 17 年 1 月、那須塩原市条例第 146 号）に基

づき、市民（市民団体を含む。）、事業者及び市が連携、協働し、多様化する環境問題の解決

に取り組むことにより、豊かな環境を次の世代に継承していくことを目的とした「第１期那

須塩原市環境基本計画」の計画期間満了に伴い、新たに那須塩原市が抱える環境面における

課題の解決を図り、那須塩原市環境基本条例に定める基本理念の実現を目的として策定され

た計画である。 

本計画の期間は、平成 29 年度から令和 9 年度までの 11 年間であるが、計画の進行過程に

おいて施策などの達成状況を検証するとともに、社会情勢の変化、科学技術の進展など必要

に応じて、見直しを行うこととしている。本計画の位置づけは図 3.2.7-1、本計画における

計画の展開（体系）は表 3.2.7-2に示すとおりである。 
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環境基本法（国）

整合を図る

整合を図る

 【国・県の計画等との関係】 

第２期那須塩原市

環境基本計画

 実行する

環境配慮施策・行動指針の推進

環境基本条例（県）

環境基本計画（国）

環境基本計画（県）

 具体化する

連携する
分野別計画

 基本とする  基本とする

 具体化する

第２次那須塩原市総合計画

 （まちづくりの基本理念・将来像の実現） 

【市の計画等との関係】

那須塩原市

環境基本条例

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：第 2 期那須塩原市環境基本計画（令和 3 年 6 月、那須塩原市）） 

図 3.2.7-1  那須塩原市環境基本計画の位置づけ 

 

表 3.2.7-2  那須塩原市環境基本計画の展開（体系） 

将来像 環境項目 望ましい環境像 基本施策 

人
と
自
然
が
調
和
し
、
み
ん
な
で
つ
く
る 

持
続
可
能
な
ま
ち 

那
須
塩
原 

１.自然環境の保全 
豊かな生物多様性を 
守り育むまち 

(1)野生動植物の保護 
(2)森林の保全及び林産物の

利用促進 
(3)水辺環境の保全及び利用

促進 
(4)農地の有効利用による自

然環境の保全 

2.生活環境の保全 
清らかな環境のもと 
安心して暮らせるまち 

(1)公害の防止 
(2)放射能対策 
(3)安全・安心な市民生活の

実現 

3.快適環境の保全 
心やすらぎ快適に 
暮らせるまち 

(1)安全・安心な生活基盤・
都市基盤の整備 

(2)景観の保全 

4.地球環境の保全 地球と共に暮らすまち 

(1)地球環境保全の推進 
(2)再生可能エネルギーの利

用促進 
(3)省エネルギーの推進 

5.循環型社会の構築 
環境への負荷を減らし 
資源を大切にするまち 

(1)廃棄物の発生抑制と適正
処理 

6.環境保全活動と 
環境学習の推進 

地域に学び環境への 
思いやりを育むまち 

(1)環境保全活動と環境学習
の推進 

7.広域連携の推進 
近隣市町とつながって 
環境を守るまち 

(1)広域的な取組の推進 

資料：第 2 期那須塩原市環境基本計画（令和 3 年 6 月改定、那須塩原市） 
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(2) 地球温暖化に関する計画 

（ｱ） 栃木県気候変動対策推進計画 

栃木県では、地球温暖化対策推進法に基づく計画を平成 12（2000）年から順次策定し、

県内の温室効果ガスの排出削減を図るとともに、県自らが排出する温室効果ガスの排出抑制

などに取り組んでいる。 

現在は国が目指す「グリーン社会」の実現に呼応して、「2050 年カーボンニュートラル実

現を目指すこと」を宣言し、「栃木県気候変動対策推進計画」を令和 3 年 3 月に策定してい

る。本計画は、温室効果ガスの排出削減等対策である「緩和策」と、気候変動による影響の

回避・軽減対策である「適応策」を車の両輪として、総合的かつ計画的に推進することを目

的としている。 

 

表 3.2.7-3  栃木県気候変動対策推進計画（体系） 

2050 年カーボンニュートラル実現を目

指す「緩和策」 

県民の生命と財産を守り、将来の成長に

つなげる「適応策」 

・温室効果ガス排出削減のさらなる取組 

・地産地消型再生可能エネルギーの導入

拡大 

・森林吸収源対策の推進 

・県庁における率先的な取組の推進 

・分野別取組の着実な実施 

・県気候変動適応センターを中核とした

適応の推進 

・栃木県の強みを活かす適応策・適応ビ

ジネス等の促進 

＜重点プロジェクト＞ 

① 地域で活かす再生可能エネルギープロジェクト 

地域の脱炭素化とエネルギー強靭化を両立する再生可能エネルギーの導

入拡大を推進 

② 気候変動重点適応プロジェクト 

気候変動に適応した持続可能な「とちぎ」を目指す分野別取組を推進 

③ 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた県庁率先取組プロジェクト 

県庁が使用する電力のグリーン化を目指す、省エネルギー対策の更なる

加速化 
資料：栃木県気候変動対策推進計画（令和 3 年 3 月策定、栃木県） 

 

（ｲ） 那須塩原市気候変動対策計画 

那須塩原市では、平成 25 年に「那須塩原市地球温暖化対策実行計画」を策定後、平成 29

年に修正版としてこの計画の見直しを行い、令和 4年 3月に「地球温暖化対策推進法」第 19

条第 2 項に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」、「気候変動適応法」第 12 条に基

づく「地域気候変動適応計画」として、「那須塩原市気候変動対策計画」を策定している。 

県と同様に緩和策と適応策から構成され、緩和策として 2050 年までの温室効果ガス排出

量実質ゼロと、2030 年度までに 2013 年度比 50%削減を目標として掲げ、適応策として市民

が身近に感じる「自然災害」、「農業」、「観光」、「健康」、「自然環境」の５つにフォーカスし

た取組みを行うこととしている。 

取組みによる計画の実質的成果を上げるための重点プロジェクトとしては、表 3.2.7-4 に

示す 4項目が挙げられている。 
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表 3.2.7-4  那須塩原市気候変動対策計画（重点プロジェクト） 

(1)地域新電力の設立 • 地域の再生可能エネルギーを活用した電力小売事業 

• 既存設備の省エネルギー化 

• PPA 事業による自家消費型太陽光発電設備の導入 

• ソーラーシェアリング 

(2)脱炭素先行地域の構築 • 再生可能エネルギーの最大限の導入 

• 蓄電池導入による負荷の平準化 

• エネルギーマネジメントシステムの導入 

• 施設の ZEB 化によるエネルギー効率の向上 

• 専用線を活用した区域内各施設の連携 

(3)運輸部門からの温室効

果ガス排出量削減対策 

• 電気自動車等の購入費補助 

• 民間施設への充電設備設置補助 

• 公用車への電気自動車導入 

• 公共施設での充電設備の設置 

• 非常用電源としての電気自動車等の活用促進 

• ゼロカーボンドライブの普及啓発 

(4)気候変動の影響の把握

と理解促進 

・気候変動影響の情報収集 

• 気候変動影響によって発生する災害などのリスクの把握 

• 気候変動影響への適応策の検討 

• 気候変動影響及び適応策の市民への普及啓発 

資料：那須塩原市気候変動対策計画（令和 4 年 3 月策定、那須塩原市） 

 

(3) エネルギー関連計画 

（ｱ） 栃木県におけるエネルギーへの取り組み 

平成 26 年に策定された「とちぎエネルギー戦略」では、エネルギー消費量、再生可能エ

ネルギー設備容量、電力自給率の目標を掲げ取り組まれてきた。一方で、今般の台風など災

害の激甚化が懸念されており、災害時にも県内で自立してエネルギーを確保し、地域の強靭

化を図ることがより一層重要視されている。 

こうした状況から、「とちぎエネルギー戦略」は「栃木県環境基本計画」に統合され、表

3.2.7-1 に示すとおり、新たな基本目標として位置付けられ、取組の強化を図ることとされ

ている。 

 

（ｲ） 那須塩原市におけるエネルギーへの取り組み 

那須塩原市では、「那須塩原市地球温暖化対策実行計画」（平成 25 年策定、平成 29 年に修

正版を公表）に基づき、これまで地域におけるエネルギー戦略をすすめており、「那須塩原

市気候変動対策計画」（令和 4 年 3 月策定）における「脱炭素社会実現を目指す緩和策」と

して、エネルギーの脱炭素化と省エネの促進を掲げている。 

市の目指す方向性と取り組む内容等について、図 3.2.7-2に示す。 
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（資料：那須塩原市気候変動対策計画（令和 4 年 3 月、那須塩原市）） 

図 3.2.7-2 那須塩原市におけるエネルギーの脱炭素化と省エネの促進のための施策 

 

(4) 文化財、史跡名勝、天然記念物等 

（ｱ） 那須塩原市における文化財、史跡名勝、天然記念物 

那須塩原市では、現在、国指定・県指定を含め 178 件の指定文化財があり、そのうち概況

調査地域内には表 3.2.7-5 に示すとおり、天然記念物が１件、史跡が２件ある。また埋蔵文

化財が４件ある。これらの位置は、図 3.2.7-3 に示すとおりである。 

表 3.2.7-5  概況調査地域内における文化財、史跡名勝、天然記念物等 

番号 区分 施設名 住所 

1 天然記念物 高林小学校のヒイラギ（市指定） 那須塩原市高林 483 

2 史跡 黒瀧山大日尊（市指定） 那須塩原市鴫内 1560-2 

3  高林村道路元標（市指定） 那須塩原市高林 374 

4 埋蔵文化財 湯宮遺跡 那須塩原市湯宮 

5  滝沢遺跡 那須塩原市関谷 

6  小丸山遺跡 那須塩原市高林 

7  下の内屋敷跡遺跡 那須塩原市高林 

注 2）出典は以下のとおりである。 

①「那須塩原市ホームページ、文化財」 

(https://www.city.nasushiobara.lg.jp/shogaigakushu_sports/bunkazai/index.html 、令和 5 年

9 月閲覧)  

②「那須塩原市ホームページ、埋蔵文化財」 

(https://www.city.nasushiobara.tochigi.jp/shogaigakushu_sports/bunkazai/maizobunkazai/ind

ex.html 、令和 5 年 9 月閲覧) 

  

◆目指す方向性

・再生可能エネルギーの活用によるエネルギーの脱炭素化
・省エネルギー対策の普及
・エネルギーの地産地消

◆市が取り組む内容

・太陽光、水力、温泉熱、地熱などの再生可能エネルギー利活用の促進
・畜産系や木質系などのバイオマス資源の有効利用の促進
・省エネルギー設備の普及促進
・建築物のZEB（ゼブ）やZEH（ゼッチ）の普及促進（※）
・地域新電力会社によるエネルギーの地産地消
・水素エネルギーの利活用促進

※ ZEB（Net Zero Energy Building）、ZEH（Net Zero Energy House）とは、建物で消費する

エネルギー消費量をゼロにすることを目指した建物

◆市民や事業者に期待するアクション

・住宅や事業所に太陽光発電設備を設置し、発電した電力を地域内で使用
・再生可能エネルギー由来の電力を契約
・照明など機器や設備の買換え時に高効率なものを選択
・住宅や事業所の新築・改築時に、エネルギー効率の高い建築物を選択
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図 3.2.7-3 

 文化財、史跡名勝、 

 天然記念物等の状況 

文化財、史跡名勝、天然記念物 
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(5) 廃棄物等 

（ｱ） 栃木県資源循環推進計画（令和 3(2021)年度 ～ 令和 7(2025)年度） 

栃木県では、平成 28(2016)年 3月に「栃木県廃棄物処理計画」を策定し、廃棄物の減量及

び適正処理に関する施策を展開し、持続可能な循環型社会の形成に向け取り組んできた。こ

の間、国連サミットで採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」の考え方のもと、国では

循環型社会を優先課題の一つとして位置付け、食品ロスの削減や海洋プラスチックごみ対策

を進めるなど資源循環を巡る情勢は大きく変化し、更には地球温暖化など気候変動への対策

や、頻発する大規模災害によって発生する災害廃棄物の処理、新型コロナウイルス感染症の

感染防止策を講じつつ社会経済活動を進めていく「新たな日常」への対応も喫緊の課題とな

ってきている。 

こうした状況を踏まえ、引き続き廃棄物の減量及び適正処理を図りつつ、新たな課題にも

柔軟に対応し、資源循環のための施策を総合的かつ計画的に推進するものとして、令和

3(2021)年 3 月に、令和 3(2021)年度から令和 7(2025)年度までの 5 年間を計画期間とする

「栃木県資源循環推進計画」が策定された。 

本計画の位置づけは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45年、法律第 137号）

第 5 条の 5 第 1 項の規定に基づく、国の基本方針に即して定める計画である。本計画におけ

る基本的な考え方は図 3.2.7-4、４つのテーマは図 3.2.7-5に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：栃木県資源循環推進計画(令和 3(2021)年度～令和 7(2025)年度)（令和 3 年 3 月、栃木県）） 

図 3.2.7-4 栃木県資源循環推進計画における基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

再生利用（リサイクル）
再使用できないものでも、
資源としてリサイクル

生 産

消費・使用

廃 棄

処 理

3R
Reduce（リデュース）
Reuse  （リユース）
Recycle（リサイクル）

循
環
型
社
会
の
実
現

発生抑制（リデュース）
廃棄物の発生を抑制

再使用（リユース）
使い終わったものでも、
繰り返して使用

最終処分

天然資源

熱回収
リサイクルができずかつ
燃やさざるを得ない廃棄
物を焼却する際に発電や
余熱利用を行う

モノが資源として適正に循環する仕組みを築き、持続可能な循環型社会の実現を目指す。
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（資料：栃木県資源循環推進計画(令和 3(2021)年度～令和 7(2025)年度)（令和 3 年 3 月、栃木県）） 

図 3.2.7-5 栃木県資源循環推進計画における 4つのテーマ 

 

（ｲ） とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版） 

とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6年 4月、栃木県環境森林部資源循環推進

課）によると、栃木県の一般廃棄物の排出状況、処理・処分状況は表 3.2.7-6、表 3.2.7-7

に示すとおりである。また、栃木県の産業廃棄物の排出状況、処理・処分状況を表 3.2.7-8

～表 3.2.7-10に示す。 

 

表 3.2.7-6  一般廃棄物の排出状況（令和 4（2022）年度） 

 実績値 

（令和 4（2022）年度） 

目標値又は参考値 

（令和 7（2025）年度） 

排出量 
生活系 468 千ｔ 

612 千ｔ注 2） 
事業系 162 千ｔ 

1 人 1 日当たりの生活系排出量 664g 

〈628g〉 
650g 注 1） 

再生利用率（量） 15.5％（97 千ｔ） 

〈9.7％〉 
19.0％注 1）（116 千ｔ） 

最終処分率（量） 10.1％（63 千ｔ） 

〈11.8％〉 
8.7％（53 千ｔ注 2）） 

資料：とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6年 4月、栃木県環境森林部資源循環推進課） 

  注 1）「栃木県資源循環推進計画」（令和 3（2021）年 3月策定）における目標値 

  注 2）環境大臣が定める基本方針に準じた参考値 

  注 3）下段の〈 〉は、那須塩原市における数値である。 

 

  

テーマ１ ライフサイクル全体での資源循環の推進

（目標）
ライフサイクル全体での資源循環の推進のため、県民及び排出事業者に対し、廃棄物をで
きるだけ発生させない意識の浸透を図るとともに、プラスチックをはじめとした再生利用
に向けた取組を促進し、最終処分量の削減を図る。

テーマ２ 資源循環としての適正処理の推進

（目標）
廃棄物の適正処理に向けた環境整備を進めるとともに不適正処理に対する効果的な防止対
策を行う。

テーマ３ 資源循環推進体制の確保

（目標）
資源循環推進体制の確保を図ることで、廃プラスチック等の廃棄物の循環利用を促進する。
また、非常災害時において、災害廃棄物等を円滑かつ迅速に処理できるよう、市町等、関
係団体、処理業者等と連携し、そのための体制を整備する。

テーマ４ 廃棄物・リサイクル産業の振興

（目標）
廃棄物処理施設等に対する県民等の理解を促進するとともに、必要な処理施設の確保等を
通じて、廃棄物・リサイクル産業の振興を図る。
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表 3.2.7-7  一般廃棄物の処理、処分状況 

（単位：t） 

年 度 
H28 

(2016) 
H29 

(2017) 
H30 

(2018) 
R01 

(2019) 
R02 

(2020) 
R03 

(2021) 
R04 

(2022) 

排出量 666,562 667,980 663,761 660,826 661,148 648,103 630,025 

 直接資源化量 28,711 29,415 26,942 25,266 26,863 25,739 24,207 

 中間処理後再生利用量 55,397 55,820 56,385 60,748 62,336 60,795 58,838 

 集団回収量 25,906 24,317 22,815 20,998 16,189 15,768 14,404 

再生利用量（率） 
110,014 
(16.5%) 

109,552 
(16.4%) 

106,142 
(16.0%) 

107,012 
(16.2%) 

105,388 
(15.9%) 

102,302 
(15.8%) 

97449 
(15.5%) 

最終処分量（率） 
59,582 
(8.9%) 

58,574 
(8.8%) 

56,957 
(8.6%) 

63,181 
(9.6%) 

62,633 
(9.5%) 

57,595 
(8.9%) 

63,454 
(10.1%) 

資料：とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6 年 4 月、栃木県環境森林部資源循環推進課） 

注 1）再生利用率については栃木県独自の算出方法によるものである。 

 

表 3.2.7-8  産業廃棄物の排出状況（令和 4（2022）年度） 

 推計値 
（令和 4（2022）年度） 

目標値又は参考値 
（令和 7（2025）年度） 

排出量 4,049 千 t 4,292 千ｔ注 2） 

再生利用率（量） 54.3％（2,200 千 t） 53.0％注 1）（2,275 千 t) 

最終処分率（量） 2.1％（84 千 t） 2.0％（84 千 t 注 1）） 

資料：とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6 年 4 月、栃木県環境森林部資源循環推進課） 

  注 1）「栃木県資源循環推進計画」（令和 3（2021）年 3月策定）における目標値 

  注 2）環境大臣が定める基本方針に準じた参考値 

  注 3）下段の〈 〉は、那須塩原市における数値である。 

 

表 3.2.7-9  産業廃棄物種類別の排出状況（令和 4（2022）年度） 

（単位：千 t・％）    

 

H30（2018） 

年度 

R 元（2019） 

年度 

R2（2020） 

年度 

R3（2021） 

年度 

R4（2022） 

年度 

 割合  割合  割合  割合  割合 

汚泥 3,083 36.8 3,045 36.1 2,974 36.4 2,927 36.3 2,882 36.1 

動物のふん尿 2,941 35.1 2,951 35.0 2,950 36.1 2,872 35.7 2,714 34.0 

がれき類 1,011 12.1 1,085 12.9 1,090 13.3 1,006 12.5 1,096 13.7 

鉱さい 335 4.0 357 4.2 215 2.6 272 3.4 286 3.6 

木くず 172 2.1 177 2.1 173 2.1 174 2.2 195 2.4 

廃プラスチッ

ク類 
189 2.3 190 2.3 179 2.2 178 2.2 184 2.3 

ガラス陶磁器

くず 
154 1.8 145 1.7 145 1.8 150 1.9 160 2.0 

金属くず 30 0.4 30 0.4 28 0.3 29 0.4 29 0.4 

その他 469 5.6 457 5.4 426 5.2 448 5.6 436 5.5 

資料：とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6 年 4 月、栃木県環境森林部資源循環推進課） 

注）各項目で四捨五入しているため、合計と内容が一致しないことがある。 
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表 3.2.7-10  産業廃棄物種類別の処理・処分状況（令和 4（2022）年度） 

（単位：千 t・％） 

 

再生利用量 減量化量 最終処分量 その他量 
排出量 

 割合  割合  割合  割合 

汚泥 82 
(104) 

4.9 
(5.6) 

1,580 
(1,755) 

94.6 
(93.9) 

8 
(11) 

0.5 
(0.6) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

1,670 
(1,870) 

がれき類 1,084 
(995) 

98.9 
(98.8) 

0 
(0) 

0.0 
(0.0) 

12 
(12) 

1.1 
(1.2) 

  
1,096 

(1,006) 

鉱さい 282 
(267) 

98.9 
(98.1) 

  
3 
(5) 

1.1 
(1.9) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

286 
(272) 

木くず 143 
(129) 

73.3 
(74.1) 

49 
(42) 

25.1 
(24.4) 

3 
(3) 

1.6 
(1.6) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

195 
(174) 

廃プラスチック類 143 
(136) 

78.7 
(77.5) 

24 
(24) 

13.2 
(13.5) 

15 
(16) 

8.0 
(9.0) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

182 
(175) 

ガラス陶磁器くず 135 
(126) 

84.3 
(84.3) 

0 
(0) 

0.0 
(0.0) 

25 
(23) 

15.6 
(15.7) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

160 
(150) 

金属くず 28 
(29) 

97.3 
(97.3) 

  
1 
(1) 

2.7 
(2.7) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

29 
(29) 

その他 303 
(306) 

70.2 
(69.2) 

112 
(119) 

25.9 
(26.8) 

17 
(18) 

3.9 
(4.0) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

431 
(442) 

合計 2,200 
(2,091) 

54.3 
(50.8) 

1,765 
(1,940) 

43.6 
(47.1) 

84 
(88) 

2.1 
(2.1) 

0 
0 

0.0 
(0.0) 

4,049 
(4,119) 

資料：とちぎの廃棄物（令和 4（2022）年度版）（令和 6 年 4 月、栃木県環境森林部資源循環推進課） 

注 1）（  ）内は令和 3（2021）年度の値である。 

注 2）各項目で四捨五入しているため、合計と内容が一致しないことがある。 

 

（ｳ） 第 2期那須塩原市一般廃棄物処理基本計画 

本計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づいて策定したもので、那須塩原

市内から発生する一般廃棄物（家庭や事業所から出るごみ）の処理について中長期的視点に

立った基本方針を明確にしている。平成 25(2013)年度から令和 3(2021)年度までの 9 年間を

計画期間とする「（第 1 期）那須塩原市一般廃棄物処理基本計画（以下「前計画」という。）」

の策定後（その後、令和 4(2022)年度まで期間を延伸）、第四次循環型社会形成推進基本計画

の策定やプラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の制定等、新たな法令や制度等

への対応方針等を明らかにする必要が生じたこと、新型コロナウイルス感染症感染拡大の影

響を受け、新しい生活様式が定着しつつあること、平成 23(2011)年 3月に発生した東日本大

震災による東京電力・福島第一原子力発電所の事故に由来する放射性物質の拡散を受け、そ

れまで那須塩原クリーンセンターにおいて実施していた灰溶融処理によるリサイクルが困難

な状況が続いていること、社会情勢等からごみ処理費用が高騰していること、民間事業者に

よる資源物のリサイクルが積極的に行われていること、市販製品の多様化により市では処理

が難しい廃棄物が増えていること、少子高齢化の進行や自治会加入率の低下等、前計画を取

り巻く環境は大きく変化していることを踏まえ、前計画を見直し、策定された。基本理念及

び基本方針と基本施策について、図 3.2.7-6 に示す。また、那須塩原市における現有施設を

表 3.2.7-11に示す。 
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（資料：第 2 期那須塩原市一般廃棄物処理基本計画（令和 5(2023)年 3 月、那須塩原市）） 

図 3.2.7-6  那須塩原市一般廃棄物処理基本計画における基本理念、基本方針と基本施策 

 

表 3.2.7-11(1)  那須塩原市現有施設 

施設名 所在地 処理対象物 処理能力等 

中 
間 
処 
理 
施 
設 

那須塩原 

クリーン 

センター 

蟇沼 

593 番地 

<熱回収施設> 

可燃ごみ、 

可燃残渣 

 

<焼却施設> 

・処理能力 

  140t/日(70t/日×2 炉） 

・焼却炉 

  全連続ストーカ方式 

・灰溶融炉 

  電気抵抗式灰溶融炉 

（14t/日×1 炉） 

<発電施設> 

・発電容量 

 1,990kw/h（ごみ発電）＋10kw/日（太陽光） 

<リサイクル 

センター> 

不燃ごみ、 

粗大ごみ、 

資源物の一部 

・処理能力 20t/日 

不燃ごみ(4.0t/5h) 

粗大ごみ(3.2t/5h) 

びん(6.8t/3h) 

缶類(4.0t/2h) 

ペットボトル(2.1t/5h) 

白色トレイ・白色発泡スチロール(0.2t/5h) 

塩原堆肥 

センター 

関谷 

1590 番地 6 

生ごみ、 

畜ふん 

・処理能力 

生ごみ 2.2t/日 

畜ふん 92.6t/日 

・処理方式 

一次発酵＋二次発酵＋乾燥・脱臭 

資料：第 2 期那須塩原市一般廃棄物処理基本計画（令和 5(2023)年 3 月、那須塩原市） 

 

基本理念 環境にやさしい持続可能なまちを目指して

基本方針と基本施策

方針１ 市民、事業者、行政の連携・協働による3Rの推進

1 市民、事業者、行政の連携・協働による推進、意識向上
2 発生抑制（リデュース）の推進
3 再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）の推進

方針2 ごみ処理システムの向上

1 効率的な収集・運搬の推進
2 適正処理の実施
3 最終処分量の削減

方針3 安全で適性なごみ処理体制の充実

1 一般廃棄物処理業許可制度の適正運用
2 不法投棄防止対策
3 災害廃棄物対策
4 在宅医療廃棄物対策
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表 3.2.7-11(2)  那須塩原市現有施設 

施設名 所在地 処理対象物 処理能力等 

最 
終 
処 
分 
場 

那須塩原市 

一般廃棄物 

最終処分場 

西岩崎 

331 番地 1 

焼却残渣、 

不燃残渣 

<埋立地処分地施設> 

・構造 

5 層構造（遮水シート＋不織布＋粘着層 

＋遮水シート＋不織布） 

・敷地面積 

93,539 m2 

・埋立面積 

16,240 m2 

・埋立容量 

92,704 m3 

・埋立方法 

サンドイッチ方式 

<浸出水処理施設> 

・水処理能力 

50 m3/日 

・処理方式 

回転円板→凝縮沈殿→砂ろ過→活性炭吸着 

→キレート吸着→下水道放流 

那須塩原市

第 2 

一般廃棄物 

最終処分場 

西岩崎 

331 番地 1 

焼却灰、 

不燃残渣 

<埋立地処分地施設> 

・構造 

5 層構造（遮水シート＋不織布＋粘着層 

＋遮水シート＋不織布） 

・敷地面積 

93,454 m2 

・埋立面積 

8,000 m2 

・埋立容量 

76,000 m3 

・埋立方法 

サンドイッチ方式 

<浸出水処理施設> 

・水処理能力 

17 m3/日 

・処理方式 

流入調整→アルカリ凝集沈殿処理 

→生物処理→凝集沈殿処理 

→砂ろ過処理→下水道放流 

資料：第 2 期那須塩原市一般廃棄物処理基本計画（令和 5(2023)年 3 月、那須塩原市） 
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(6) 温室効果ガス等 

（ｱ） 栃木県における 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた取組 

栃木県では「2050 年カーボンニュートラル実現を目指すこと」を宣言し、地球温暖化を

防ぐための取り組みを進めている。現在の栃木県の二酸化炭素排出量（全ての温室効果ガス

（二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、ハイドロフロロカーボン等）を二酸化炭素に換算し

た数値）は、エネルギー由来が全体の 85%を占め、産業分野がエネルギー由来全体の 36％、

交通分野が 30％を占めている。産業分野及び交通分野での 2030 年度中間目標は表 3.2.7-12

に示すとおりで、持続可能で力強い経済社会の構築のため、エネルギー消費の抑制を目指し

ている。 

表 3.2.7-12  ロードマップにおける 2030年度中間目標(二酸化炭素削減量目安)の積算等 

取組等 中間目標 削減量目安 積算の考え方 

産

業

分

野 

電力の脱炭素化 CO2の排出係数半減 ▲150 万 t ・産業分野における電化、省エネ、太陽光発

電導入状況等を踏まえ、2030 年度に予測さ

れる電力使用量について、国等の取組によ

りおおよそ半減となる CO2 排出係数

(0.23kg/kWh)を乗じて削減量を算出 

再生可能エネルギ

ーの導入 

（工場等への太陽

光発電の導入） 

製造業の 2 割に導入 ▲9 万 t ・再生可能エネルギー固定価格買取制度(FIT)

認定状況等から、現状で工場等への太陽光

発電設置は約千件と推計(製造業の約 11％) 

・2030 年度までに様々な取組により、新たに

太陽光発電を導入する工場等が800件程度増

加すると見込み、１件当たり 113.8t-CO2

（250kW 想定）で削減量を算出 

省エネ設備等の導

入 

省エネ設備等の導入 ▲19 万 t ・国の地球温暖化対策計画案に掲げられた省

エネ対策による国全体の削減見込量を、製

造品出荷額の本県シェア率(約 2.8%)で按分

して算出 

化石燃料使用設備

の転換 

設備の 2 割が転換 ▲20 万 t ・大気汚染防止法に基づく届出状況から、現

状でボイラーは約 4,400 基と推計 

・ボイラーの耐用年数等から、2030 年度まで

に約4割のボイラーが更新され、そのうち半

分が様々な取組により、電化又はガス化さ

れると見込み、1基当たり電化は290t-CO2、

ガス化は 160t-CO2 で削減量を算出 

交

通

分

野 

ガソリン車等から

電動車への転換 

乗用車の 6 割・商用

車等の一部を転換 

▲130 万 t ・現状で乗用車130万台のうち、電動車(HV:21

万台、EV:3 千台、FCV:12 台等）の割合は約

16% 

・今後の人口減に伴う乗用車全体の減少を踏

まえ、2035 年新車乗用車販売電動車 100%に

向けた電動車の増加等を見込み、転換に伴

う削減量を算出 

渋滞対策・輸送効

率化等 

渋滞対策・輸送効率

化等 

▲35 万 t ・国の地球温暖化対策計画案に掲げられた道

路交通流対策や輸送対策等による国全体の

削減見込量を、自動車保有台数の本県シェ

ア率(約 2.1%)で按分して算出 

公共交通機関の利

用拡大等 

公共交通利用拡大等 ▲20 万 t ・国の地球温暖化対策計画案に掲げられた公

共交通機関の利用等による国全体の削減見

込量を、自動車保有台数の本県シェア率(約

2.1%)で按分して算出 

資料：とちぎ 2050 年カーボンニュートラル実現に向けたロードマップ（行程表）（令和 4 年 3 月、栃木県） 
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（ｲ） 那須塩原市における 2030年度カーボンニュートラル実現に向けた中間目標 

那須塩原市では「那須塩原市気候変動対策計画」のもと、地球温暖化を防ぐための取り組

みを進めている。現在の那須塩原市の二酸化炭素排出量は、2019年時点で 908千 tであり、

そのうち産業部門が 206千 t、運輸部門が 280 千 tを占めている。 

各分野での 2030年度中間目標は表 3.2.7-13に示すとおりで、2050年までの温室効果ガス

排出量実質ゼロに向けて、エネルギー消費の抑制を目指している。 

表 3.2.7-13  那須塩原市気候変動対策計画における 2030年度中間目標 

部門・分野 平成 25(2013)年度 

基準値 

令和 12(2030)年度 

目標排出量 

2050 年までの脱炭素社会実現を目指す緩和策 

産業部門 277 千ｔ ▲112 千 t 

（▲59%） 

(1)エネルギーの脱炭素化と省エネの促進 

(2)環境負荷の小さな交通への転換 

(3)持続可能な資源循環の取組の推進 

(4)持続可能な脱炭素型まちづくりの推進 

(5)脱炭素型ライフスタイル・ワークスタイルへ

の転換と定着 

(6)脱炭素経営の促進 

(7)森林などの吸収源の確保 

運輸部門 218 千ｔ ▲174 千 t 

（▲20%） 

資料：那須塩原市気候変動対策計画（令和 4 年 3 月策定、那須塩原市） 

 

（ｳ） オゾン層破壊物質の処理状況 

栃木県における令和 4（2022）年度末現在の「第一種フロン類回収業者」、「第一種フロン

類充填回収業者」登録事業者数は 1,450事業者であった。 

第一種フロン類充填回収業者から報告があった令和 4（2022）年度のフロン類の回収量等

は、表 3.2.7-14に示すとおりであった。 

表 3.2.7-14  第一種特定製品に係るフロン類回収量（令和 4（2022）年度） 

項目 
エアコンディショナー 冷蔵機器・冷凍機器 合計 

整備 廃棄 整備 廃棄 回収量 
適正に処理 
された量 

CFC 
4.3kg 
(7 台) 

66.4kg 
(62 台) 

0.1kg 
(2 台) 

311.3kg 
(179 台) 

382.1kg 
(250 台) 

625.1kg 

HCFC 
1,729.2kg 
(316 台) 

20,329.1kg 
(3,509 台) 

1,350.9kg 
(140 台) 

4,134.2kg 
(812 台) 

27,543.4kg 
(4,777 台) 

28,747.8kg 

HFC 
18,253.0kg 
(1,823 台) 

26,615.3kg 
(5,118 台) 

4,046.1kg 
(1,130 台) 

7,581.2kg 
(4,573 台) 

56,495.6kg 
(12,644 台) 

58,221.2kg 

合計 
19,986.5kg 
(2,146 台) 

47,010.8kg 
(8,689 台) 

5,397.1kg 
(1,272 台) 

12,026.7kg 
(5,564 台) 

84,421.1kg 
(17,671 台) 

87,594.1kg 

資料：令和５（2023）年度 環境の状況及び施策 に関する報告書（令和 5 年 9 月、栃木県） 

注 1）適正に処理された量とは、フロン再生業者または破壊業者等により処理された量。 

注 2）回収量と適正に処理された量の差分については、年度当初又は年度末に保管していた量等である。 

注 3）端数処理（四捨五入）の関係で、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 


